
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

 当社グループは、ベンチャースピリッツと相互協調の精神を持った小集団組織が、それぞれで創意工夫とリーダーシップを発揮し、多方面の技術を
習得・吸収・応用していきながら多様なニーズに対応できる企業集団形成を、創業当初から一貫して追求しております。こうした企業風土のもと、当社
グループは「現場」「現物」「現実」主義の徹底で社員および社外各方面と緊密に連携し、多様な意見を吸収することで、経営の効率性、透明性及び公
正性を確保し、環境変化にスピーディに対応する経営を目指しております。 
 このような考えから、当社グループでは少数精鋭の機動的な経営監督機関である取締役会のもと、事業に精通した執行役員がそれぞれの担当業
務を執行して、業務執行会議で報告・審議しております。また、社内外より選任された監査役を設置し、公平・公正な経営監視のもと、グループ・部門
毎の経営状態の迅速・正確な情報把握と意思決定を行っております。当社グループは、活動の核（コア）となる企業行動憲章・企業行動基準、法令・
社内規程、当社グループに関する方々への責任と整合性をとりながら、企業を効率的に機能させ、ブランド価値の向上を可能にするのがコーポレー
ト・ガバナンスであると考えております。そのため、社員１人ひとりへの経営理念、企業倫理の共有と遵法精神の徹底を図り、全社的なコンプライアン
スマインドの向上に努めております。  

２．資本構成 

【大株主の状況】

 

３．企業属性 

４．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

(1)取締役の定数 
 当社は、取締役は20名以内とする旨を定款に定めております。 
(2)取締役の選任の決議要件 
 当社は、取締役の選任決議について、会社法第341上の規定に基づき、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の１以上を有する株主
が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。 
(3)自己の株式の取得 
 当社は、会社の資本政策の柔軟化を図る目的から、会社法第165条第2項の規程に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株
式を取得することができる旨を定款に定めております。 
(4)取締役および監査役の責任免除 
 当社は、会社法第426条第1項の規定により、取締役（取締役であった者を含む）および監査役（監査役であった者を含む）が職務の遂行にあたり期
待される役割を十分に発揮できるよう、取締役会の決議によって損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨を定款に定めておりま
す。 
(5)株主総会の決議要件 
 当社は、会社法第309条第2項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の
3分の2以上をもって行うことができる旨を定款に定めております。これは、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。  
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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

外国人株式保有比率 10%未満

氏名または名称 所有株式数（株） 割合（％）
株式会社タネムラコーポレーション 2,095,144 14.12

株式会社シージー・エンタープライズ 2,072,356 13.96

種村 良平 1,693,480 11.41

種村 美那子 579,464 3.90

コア従業員持株会 518,400 3.49

種村 良一 503,400 3.39

神山 恵美子 303,100 2.04

田中 明美 302,900 2.04

種村 友美 302,300 2.03

株式会社三菱東京UFJ銀行 160,000 1.07

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3月

業種 情報・通信業

（連結）従業員数 1000人以上

（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

親会社 なし

連結子会社数 10社未満



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

現状の体制を採用している理由

 

・ 現在当社の監査役会は４名で構成されており、うち社内の常勤監査役２名、社外監査役２名であります。 
各監査役は取締役会に出席するとともに、その他の経営に係る重要な会議への出席、部門監査の実施、重要書類の閲覧及び取締役との定期協議
により、会社の基本方針、経営計画、重要事項の決定、及び業務執行状況の監査機能を十分発揮できる体制を整えております。各監査役は、当社
の事業・技術に精通した社内監査役と、コーポレート・ガバナンス、財務・会計、コンプライアンスの知見を有する社外監査役とで役割分担を行い、そ
れぞれの専門的な見地から経営の監査を行うこととしております。なお、当社は法令に定める社外監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社
法第329条第２項に定める補欠監査役１名を選任しております。 
 
・ 当社は現在社外取締役を選任しておりません。社外取締役に期待される役割としては、外部的視点からの取締役の業務執行に対する監督機能等
を想定しております。外部的な視点から、社外役員による経営のチェック機能は社外監査役がその役割を全うすることにより、十分に経営に対する監
督機能を果たすことが可能であるため、現状の体制を採用しております。  

【監査役関係】 

監査役と会計監査人の連携状況 

 当社は、新日本有限責任監査法人との間で会社法および金融商品取引法に基づく監査契約を締結し、会計監査人を設置しております。当社の監
査役と会計監査人は、監査の効率化を目指し、まず年度初めに相互の間で明確な監査計画・監査体制の状況を確認しております。また、監査役と会
計監査人は定期的に会合を開催し、監査結果や改善点などを話し合い、取締役会に監査役意見としてフィードバックしております。  

監査役と内部監査部門の連携状況 

 当社監査役は、内部監査室と相互の連携を図っております。年度初めのミーティングにおいて、内部監査室から監査役に対して年度計画の説明と
相互の計画についての意見交換を行います。また、内部監査室より実施した内部監査の状況と結果を監査役に報告するとともに、監査計画に基づく
直近の監査予定部門の着目点等の意見交換を行っております。 

会社との関係(1)

 

会社との関係(2)

 

組織形態 監査役設置会社

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 6名

社外取締役の選任状況 選任していない

監査役会の設置の有無 設置している

監査役の人数 4名

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2名

氏名 属性
会社との関係(1)

a b c d e f g h i
澤 昭裕 その他     ○   ○ ○

名古屋 信夫 公認会計士        ○ ○

※１ 会社との関係についての選択項目

a

 

親会社出身である
b その他の関係会社出身である
c 当該会社の大株主である
d 他の会社の社外取締役又は社外監査役を兼任している
e 他の会社の業務執行取締役、執行役等である

f
当該会社又は当該会社の特定関係事業者の業務執行取締役、執行役等の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ずるもの
である

g 当該会社の親会社又は当該親会社の子会社から役員としての報酬等その他の財産上の利益を受けている
h 本人と当該会社との間で責任限定契約を締結している
i その他



その他社外監査役の主な活動に関する事項

 

 各社外監査役は、監査役会で定めた監査方針、監査計画等に従い、取締役会及び業務執行会議への出席や業務執行状況並びに経営状況の調
査等を行い、必要に応じて会計監査人及び内部監査室から報告を受けております。直前事業年度における取締役会は16回開催され、社外監査役の
出席率は84％であります。また、内部統制システムやコーポレート・ガバナンスに関する経営課題に対し、社外の立場からの助言を頂いております。 

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明

 

 当社は、平成18年12月1日付で新株予約権1,824個(新株予約権１個につき当社普通株式100株、1株につき918円）を発行しております。そのうち、
取締役６名に対し合計120個を付与しております。  

該当項目に関する補足説明 

 当社の連結業績向上に対する貢献意欲や士気を一層高めるとともに、株主を重視した経営を一層推進することを目的として、現在までに取締役、
監査役を含めた幹部社員を対象に２回発行しました。平成18年12月１日付の発行（２回目）では、将来の中核人材の成長を促進するため、一般社員
にも対象者を拡大して付与しました。  

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明

 

直前事業年度における役員報酬の内容は、次のとおりです。 
取締役の年間報酬総額 147,965千円 (社内取締役のみ） 
監査役の年間報酬総額 21,546千円 （うち社外監査役 7,248千円）  

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 

 当社において、社外監査役が取締役の業務執行状況、会議の議案・議事録ほかの情報収集と精査に費やす時間は、約週1日程度であります。ま
た、定例の取締役会が毎月第3月曜日に開催される予定であり、これを踏まえて年間の監査スケジュールを確保しております。社外監査役への情報
伝達の仕組みとしては、月例にて開催される代表取締役・監査役ミーティングによる情報交換に加えて、郵便・電子メール・電話などを活用し、経営管
理部門・経理部門・監査部門からタイムリーな情報提供を受けております。なお、取締役会での審議案件につきましては、社内の取締役・監査役と同
様に、社外監査役に対しても、開催日1週間前までを原則に、関連資料の事前配布を行い、情報伝達の公平性を図っております。 
 
 
 
 
 

氏名 適合項目に関する補足説明 当該社外監査役を選任している理由

澤 昭裕

独立役員に指定しております。 
平成19年4月18日付で責任限定契約を締結しております。
＜略歴＞ 
昭和56年４月 通商産業省入省 
平成９年６月 通商産業省 
        工業技術院人事課長 
平成15年７月 経済産業省資源エネルギー庁 
         資源燃料部政策課長 
平成16年８月 東京大学 
         先端科学技術研究センター教授 
平成18年６月 当社監査役（現任） 
平成19年５月 日本経済団体連合会 
         21世紀政策研究所研究主幹（現職） 
平成22年２月 三澤株式会社 
         代表取締役会長（現職）

＜選任理由＞ 
 組織マネジメント研究者としての知見を活かし、当社のコ
ンプライアンス体制の構築・維持を図れるとの考えから、
同氏を選任しております。 
＜独立役員指定理由＞ 
 株主の負託を受けた独立機関として、中立・公正な立場
を保持していると判断しております。

名古屋 信夫

独立役員に指定しております。 
平成21年6月25日付で責任限定契約を締結しております。
＜略歴＞ 
昭和45年８月 公認会計士登録 
昭和46年６月 税理士登録 
平成元年２月 中央新光監査法人 
         （みすず監査法人）代表社員 
平成18年10月 名古屋公認会計士事務所所長 
平成19年４月 日本公認会計士協会 
         業務本部主任研究員 
平成20年４月 慶應義塾大学大学院商学研究科 
         特別招聘教授（現職） 
平成21年６月 当社監査役（現任）

＜選任理由＞ 
 現職の立場から企業経営にも精通し、また会計分野に
おける専門的視点で監査機能の充実を図れるとの考えか
ら、同氏を選任しております。 
＜独立役員指定理由＞ 
 株主の負託を受けた独立機関として、中立・公正な立場
を保持していると判断しております。

取締役へのインセンティブ付与に関
する施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社内監査役、社外監査役、従業員、子会社の取締役、執行役、監査役、子会
社の従業員

開示手段 有価証券報告書、営業報告書（事業報告）

開示状況 全取締役の総額を開示



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項

 

（1）現状のガバナンス体制の概要および選択理由 
 当社は、社外監査役を含む監査役機能の充実により経営の健全性の維持・強化を図る一方、当社グループの事業に精通した取締役が各役割（Ｃ
ＥＯ：最高経営責任者、ＣＯＯ：最高執行責任者、ＣＦＯ：最高財務責任者、ＣＩＯ：最高情報責任者）を遂行し、緊密な意思疎通と迅速・合理的な経営判
断を念頭に取締役会を運営することで、経営効率の向上を図っております。 
 また、当社では執行役員制を導入しており、経営監督機構を取締役会、経営執行機関を執行役員がそれぞれ担当することで、監督と執行の分離を
図っております。経営執行に関しては、当社の経営範囲をそれぞれ管掌する執行役員がこれを担当しております。取締役会は、当社グループの経営
方針及び経営戦略を決定し、執行役員は取締役会からの選任を受け、決定された経営方針等に基づき割当てられた担当業務を執行するとともに、
執行役員全員により業務執行会議を構成しております。 
 経営の監視機能としては、社外監査役を併せた監査役（会）による取締役（会）・執行役員の監視、社長直轄の内部監査室による各部門の業務執
行状況の監査並びに経営機能毎のリスクアセスメント、及び監査法人との監査契約による外部監査からなる監査体制をとっております。さらに、業務
執行の公正性、透明性を担保する内部牽制機能を確立するため、社内規定等において組織・業務分掌範囲、職務の権限と責任、及び決裁基準等を
明確化し、業務執行プロセス毎の適切なルールを定めております。監査役は、業務執行会議、取締役会において各員の月々の業務執行状況や業績
報告を確認し、併せて監査役独自に調査した業務執行状況と総合的に分析・検討することで、監視の充実を図っております。また監査役自らが直接
実施する監査に加え、内部監査室並びに監査法人からの報告書をもとに、当社グループの経営状況を適宜把握することで、コーポレート・ガバナン
ス機能の充実に努めております。 
 当社は、以上のような体制により、公正で効率的企業経営を行えるものと考えております。 
 
（2）監査機能 
 監査役監査としては、「監査役監査規程」で監査役の職務を執行するための行動基準を定め、これに基づく監査役の監査計画書・重点推進事項と
ともに法定監査事項・決算監査事項をあわせ、年度初の経営幹部の年度計画発表会で通知しております。平成21年度は内部統制システムの整備・
運用状況、および評価結果の報告に基づき監査役としての評価を行うことで、「財務報告に係る内部統制の経営者の評価と公認会計士等による監
査」への対応を図っております。 
 内部監査機能としては、当社の内部監査室が内部統制基準に沿った各部門の業務執行状況の確認を基本に、年度単位に監査計画を立て、関係
会社も含めたグループ経営執行状況の網羅的な監査を実施しております。直前事業年度においては、被監査部門に対して年一回の監査実施を原
則に業務監査を実施するほか、情報セキュリティ分野などのリスクマネジメント監査を実施しております。 
 
（3）会計監査人 
 当社は、新日本有限責任監査法人と会社法および金融商品取引法に基づく監査契約により同法人を会計監査人に専任し、平成22年3月期の監査
を受けております。当社は、会計監査人が独立の第三者として公正不偏な立場で監査できるよう環境を整備しております。 
 平成22年3月期における会計監査で、業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の構成は、次の通りです。 
ａ 業務を施行した公認会計士の氏名および所属する会計監査人名 
 長坂 隆（新日本有限責任監査法人） 
 中村 和臣（新日本有限責任監査法人） 
ｂ 監査業務に係る補助者の構成 
 公認会計士 ４名 
 その他    ３名 
 （注）その他は、会計士補、公認会計士試験合格者、システム監査担当者であります。 
ｃ 当社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額 32百万円 
 （注）上記の合計額は、公認会計士法第２条第１項に規定される監査証明業務の対価であります。 
 
（4）社外取締役 
 「【取締役関係】現状の体制を採用している理由」により、社外取締役を設置しておりません。 
 
（5）監査役の機能強化に関わる取組み状況 
 前記（1）～（3）および「社外取締役（社外監査役）のサポート体制」に記載のとおりです。  



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

 

２．ＩＲに関する活動状況 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

 補足説明

集中日を回避した株主総会の設定 平成22年６月24日（木曜日） 午前10時

電磁的方法による議決権の行使
 当社が株式事務代行契約を締結している中央三井信託銀行株式会社の運営するインタ
ーネット議決権行使ウェブサイトにより、電子投票制度で議決権を行使することができるよう
にしております。

 補足説明
代表者自
身による説
明の有無

アナリスト・機関投資家向けに定期
的説明会を開催

 毎年、第２四半期決算および期末決算の開示日より1週間以内にアナリ
スト・機関投資家向けの説明会を開催しております。説明は代表取締役会
長兼ＣＥＯと代表取締役社長兼ＣＯＯの両名が行うとともに、質疑応答も基
本的に両名が対応しております。

あり

IR資料のホームページ掲載

ＩＲ情報に関する当社ＵＲＬ：http://www.core.co.jp/ir/index.html 
【開示資料】 
・決算短信、決算説明会資料、および決算説明会補足資料 
・適時開示および任意開示資料 
・有価証券報告書および四半期報告書 
・事業報告書および株主通信 
・招集通知および決議通知

あり

IRに関する部署（担当者）の設置 社長室  

 補足説明

社内規程等によりステークホルダー
の立場の尊重について規定

 ステークホルダーの立場の尊重を規程するものとして、当社ホームページにおいて、当社
の企業理念、企業指針等を示した「企業行動憲章」と当社社員の行動を規定した「企業行動
基準」を開示しております。

ステークホルダーに対する情報提供
に係る方針等の策定

 当社は、ステークホルダーに対し、透明性、公平性、継続性を重視する観点から、ディスク
ロージャーポリシーを策定し、当社の情報提供のあり方を規定するとともに、当社ホームペ
ージ上において、これを開示しております。



Ⅳ内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

１．基本的な考え方
 

 当社は、迅速・有効・効率的な業務執行、信頼性ある財務報告、企業倫理とコンプライアンス経営の推進を図るため、内部統制・リスク管理体制を
整備・運用しております。直近の状況は、次のとおりであります。 
 
２．取締役・執行役員の業務執行にかかわる情報の保存および管理に関する体制 
 当社は、取締役・執行役員の業務執行に関わる情報を含め、社内規程および各管理マニュアルに基づき、法令・定款に則った情報・文書の保存・
管理を行っております。情報・文書の管理にあたっては、当社で定めた情報セキュリティ・ポリシーに則ってこれを重要度別に分類し、必要な管理を実
施しております。情報・文書の管理の運用にあたっては、必要に応じて運用状況を検証するほか、関連規定・マニュアル等を見直しております。 
 また、情報セキュリティ委員会および各部門に情報セキュリティ担当者を設置するとともに、定期的に委員会を開催しております。同委員会では、情
報・文書の管理状況の報告をもとに改善策等を協議・検討し、取締役会に速やかに報告する体制をとっております。これら管理体制に対しては、監査
役が取締役・執行役員等の業務執行状況を監査するほか、内部監査室による各部門への定期的な監査を実施し、経営執行状況の把握と必要な改
善措置を講じております。 
 
３．リスクマネジメントに関する規程その他の体制 
 当社は、経営状況の把握と営業・技術・管理等に関するリスク認識・対策検討の専管組織として、社長が議長となる「業務執行会議」を設置し、全て
の部門責任者(取締役・執行役員および社内外監査役）が出席のもと、月例で開催しております。社長直轄で取締役会・業務執行会議と連携する組
織としては、「倫理委員会(企業倫理・コンプライアンス）」「情報セキュリティ委員会(情報管理）」を常設し、各分野の状況把握と改善策・リスク予防策・
啓蒙徹底等の施策の実施、必要に応じた監査を行っております。さらに全社リスクマネジメントを統括する専任部門を設置し、プロジェクト品質、情報
セキュリティ、および環境分野を中心とした統合的なリスクマネジメントを推進しております。 
 当社はカンパニー制を執っており、日常の業務執行においては、各カンパニーに業務担当を配置し、カンパニー業務執行のサポートおよび日常業
務処理におけるリスク確認・牽制を実施しております。また、各カンパニーにおいては、業務上のリスクに応じた以下の対策にも取り組んでおります。 
 ・お客様に提供するソフトウェア・サービス品質の維持・向上を目指し、業務プロジェクトの遂行および成果物の品質に関する 
  マネジメントシステムを構築しております。また、必要に応じて外部機関の認証取得に取り組んでおります。 
 ・情報セキュリティマネジメントシステムを構築し、必要に応じて外部機関の認証も取得することで、社内外ともに有効な情報管理に 
  取り組んでおります。 
 ・社員各人がコンプライアンスを保持する仕組みとして、当社の考え方や倫理観・行動規範・リスク意識・ステークホルダー対策等について、 
  計画的に教育啓蒙を実施しております。 
 ・環境保護の一環として環境マネジメントシステムを構築し、社内外への有害物質の流出入の排除・管理とクリーンな作業場・オフィス環境作りに 
  取り組んでおります。 
 
４．取締役・執行役員の業務執行が効率的に行われることを確保するための体制 
 当社は、将来の事業環境を見据えた上で経営方針を定め、これを機軸に新年度の中期経営計画と年度計画を策定しております。各部門において
は、本計画に沿い、経営目標の達成と重点事項の推進に向けて活動しております。 
 業務執行については、月例の業務執行会議を開催し、全取締役・監査役同席のもとで執行役員の業務執行状況の監督等を行っております。業務
執行会議では、経営目標が当初の予定とおりに進捗しているか、各執行役員の業績・進捗状況等について、報告を通じて定期的に検証するほか、
当社としての経営課題解決の議論を行っております。これを踏まえ、月例の取締役会で重要事項の審議・決定を行っております。 
 経営監督については、取締役会規程で定める事項および付議事項を全て取締役会に付議し、その際に十分な経営判断が行えるよう、全役員に原
則的に開催1週間前に議題・資料を配布しております。 
 
５．取締役・従業員の業務執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 
 当社は、企業グループとしての倫理観・理念・指針とともに、各ステークホルダー間の法令・定款・社内規程遵守のあり方を定めた「企業行動憲章」
「企業行動基準」を制定しております。また、専管組織として倫理委員会を組織し、企業行動憲章、企業行動基準、その他関連諸規則の教育啓蒙と遵
守状況の確認を行っております。法令・定款に違反する事態が発生した場合は、倫理委員会が状況把握と対応策を検討し、委員長から全役員に報
告する体制をとっております。活動に際しては、倫理委員会を中心にコンプライアンス・オフィサーを事業所毎に配置し、コンプライアンスの年度計画
を立てて実施しております。コンプライアンス・オフィサーは、計画に基づく勉強会、研修会、テスト、アンケート等を事業所毎に実施し、倫理委員会は
これを統括して全社状況の把握、コンプライアンス・マニュアル等の継続的な改善、諸問題の対策を検討し、取締役会に定期的に報告しております。 
 日常の業務執行においては、全役員・社員が定められた職務権限規程・業務分掌規程・稟議決裁基準に基づいた処理を実施するとともに、内部監
査室が法令・定款・社内規程・各管理マニュアル等に基づく業務処理の遵守状況を定期的に監査する体制をとっております。 
 また、社員の声を経営層が直接汲み取り、法令・定款違反その他諸問題の早期解決に取り組めるよう、秘匿性を確保した質問・相談受付票による
ホットライン制度を設置しております。 
 
６．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 
 当社は、連結子会社の経営に自主性を尊重しつつ、事業内容の定期的な報告と重要案件についての事前協議を行っております。連結子会社各社
では、月例の取締役会を開催(在外子会社は四半期毎に開催）するとともに、当社・連結子会社社長で月例の「連結会社社長会」を開催し、グループ
事業活動に関する議論や意見交換を行っております。業務の運営においては、当社と当社グループ会社間における不適切な取引または会計処理を
防止するため、当社の監査部門、経理部門、関係会社管理部門が連携し、十分な情報交換と対策の検討を行っております。 
 また、当社は当社グループ各社においてもコンプライアンス・オフィサーを置き、倫理委員会がグループ全体のコンプライアンスを統括・推進する体
制をとっております。コンプライアンス・マニュアルにおいても、グループ共通で策定・運用し、質問・相談受付票によるホットライン制度の適用範囲もグ
ループ全体としております。 
 
７．監査役の職務の補助に関する体制 
 現在、監査役の職務を補助すべき専任部門・スタッフは置いておりませんが、必要に応じ、監査役の職務を補助するためのスタッフを置く体制をとっ
ております。監査役の職務を補助するスタッフの任命・異動については、監査役全員の同意のもと、取締役と意見を交換した上で決定しております。 
 なお、監査役スタッフを置く場合は、当社の業務執行に係る役職を兼務せず、監査役の指揮命令下で職務を遂行できる体制を確保し、その評価に
ついては監査役の意見を聴取することとしております。 
 
８．取締役および従業員が監査役に報告をするための体制、その他監査役への報告に関する体制 
 代表取締役、業務執行を担当する取締役・執行役員および従業員は、監査役(会）の定めるところに従い、以下のとおり監査役(会）への定期的な報
告および情報提供を行っております。 
 ・取締役会、業務執行会議 ： 業務上の重要案件、実績並びに業績見込など 
 ・各種委員会、部門等 ： 内部統制システムの整備・運用状況、重要開示書類等の発表内容、重要な会計方針・基準とその変更、監査報告など 
 ・適宜の報告、閲覧 ： 社内稟議書、その他取締役・執行役員等の決裁処理内容など 
 
 また、代表取締役、業務執行を担当する取締役・執行役員は、取締役会等の重要な会議において随時その担当する業務執行状況の報告を行うほ
か、監査役が当社の業務および財産を調査する場合は、的確かつ速やかに対応することとしております。 
 平成18年4月より、当社代表取締役は経営の透明性と監視機能を一層高めるため、取締役会等での報告に加え、監査役に対し自らの把握・分析し
た情報の報告、意見交換等を行う「代表取締役・監査ミーティング」を月例を原則に開催しております。 
 監査役は、監査の実施にあたり、監査役独自に収集した業務執行状況の報告等を踏まえつつ、内部監査室、会計監査人とも相互連携しておりま
す。また、必要と認めるときは自らの判断で公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の外部のアドバイザーを活用しております。 
 
９．内部統制システムの運用 
 平成21年３月期の財務報告より、「財務報告に係る内部統制の経営者評価と公認会計士等による監査」への対応と「業務 
の有効性および効率性」の実現を目的に、財務報告に係る内部統制の整備、運用、および評価を実施しております。代表取締役社長および最高財
務責任者のもと、各統制分野の責任者を定め、各責任者を含めて組織した内部統制会議を中心に監査法人と連携した体制を整備しております。 
 平成22年３月期末時点において、当社の財務報告に係わる内部統制は有効であると判断いたしました。 
 
【反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備状況】 
 当社は「企業行動憲章と企業行動基準」を制定し、行動規範として次のとおりに定めています。 
 （１） 反社会的勢力排除に対しては、「金を出さない」「利用しない」「恐れない」を基本姿勢に、断固たる対応をする。 
 （２） 何らかの事態が発生した場合は、直ちに警察と連絡をとり、適切な指導を受ける。 
 （３） 事態発生時には個人で対応することなく総務部長に直ちに連絡し、総務部長が窓口となって警察ほか社内外の関係先と連携をとる。 
 
 同行動規範は小冊子にまとめ、全社員に配布しております。また、定期的に読み合わせをするなど、基本原則の浸透を図っております。  



Ⅴその他 

１．買収防衛に関する事項 

―――  

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

―――  
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